
福島市サービス付き高齢者向け住宅事業登録事務取扱要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成１３年法律第２６号。以

下「法」という。）、高齢者の居住の安定確保に関する法律施行令（平成１３年政令第２５

０号。以下「政令」という。）、高齢者の居住の安定確保に関する法律施行規則（平成１３

年国土交通省令第１１５号。以下「省令」という。）及び国土交通省・厚生労働省関係高

齢者の居住の安定確保に関する法律施行規則（平成２３年厚生労働省令、国土交通省令第

２号。以下「共同省令」という。）に定めるもののほか、市長が行うサービス付き高齢者

向け住宅事業の登録等に関し必要な事項を定めることを目的とする。 

 （事前協議） 

第２条 法第５条第１項の規定によるサービス付高齢者向け住宅事業の登録を受けようと

する者（以下「申請者」という。）は、市長と事前協議を行わなければならない。 

２ 申請者がサービス付き高齢者向け住宅を建築しようとする場合は、建築基準法（昭和２

５年法律第２０１号）第６条第１項の規定による建築確認申請の前までに、協議を行わな

ければならない。 

３ 申請者が施設等を活用し、その建物を改修することによりサービス付き高齢者向け住

宅としての用途に変更しようとする場合は、建築基準法第８７条第１項の規定による用

途の変更を申請する前までに、協議を行わなければならない。 

４ 第１項の事前協議は、登録申請事前協議依頼書（様式第１号）に、共同省令第７条第１

号及び第２号までに規定する書類を添えて行うものとする。 

５ 前項に規定する依頼書及び添付書類の提出部数は、正本１部及び副本２部とする。 

（登録の申請） 

第３条 法第６条第１項の規定による登録の申請は、共同省令第４条に規定する申請書（共

同省令別記様式第１号）に、共同省令第７条に規定する書類を添えて行うものとする。 

２ 共同省令第７条第２号に規定する書類は、加齢対応構造等のチェックリスト（様式第２

号）を用いて作成するものとする。 

３ 第１項に規定する申請書及び添付書類の提出部数は、正本１部及び副本２部とする。 

（市長が必要と認める書類） 

第４条 共同省令第７条第６号に規定する市長が必要と認める書類は、次に掲げる書類と

する。 

⑴ 各住戸の専用部分の面積を示す求積図及び求積表 

⑵ 各住戸の専用部分の面積が２５平方メートルに満たない場合にあっては、共同して

利用する居間、食堂、台所その他の居住の用に供する部分の求積図及び求積表 

⑶ 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条第１項に規定する確認申請が必要な

場合にあっては、同法第６条第１項又は第６条の２に規定する確認済証の写し 



⑷ 老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第２９条第１項の規定による有料老人ホー

ムに該当する場合にあっては、老人福祉法施行規則（昭和３８年厚生省令第２８号）第

２０条の５第１４号に規定する入居契約に関する重要な事項を説明することを目的と

して作成した文書 

⑸ その他市長が必要と認める書類 

（登録の通知） 

第５条 法第７条第３項の規定による通知は、サービス付き高齢者向け住宅事業の登録通

知書（様式第３号）により行う。 

（登録の基準に適合しない旨の通知） 

第６条 法第７条第４項の規定による通知は、サービス付き高齢者向け住宅事業の登録の

基準に適合しない旨の通知書（様式第４号）により行う。 

（登録の拒否の通知） 

第７条 法第８条第２項の規定による通知は、サービス付き高齢者向け住宅事業の登録拒

否通知書（様式第５号）により行う。 

（登録事項等の変更の届出） 

第８条 法第９条第１項の規定による登録事項等の変更の届出は、共同省令第１６条第１

項に規定する登録事項等変更届出書（共同省令別記様式第２号）に、同条第２項に規定す

る書類を添えて行うものとする。 

２ 前項に規定する届出及び添付書類の提出部数は、正本１部及び副本２部とする。 

（地位の承継の届出） 

第９条 法第１１条第３項の規定による地位の承継の届出は、地位承継届出書（様式第６号）

により行うものとする。 

（廃業等の届出） 

第１０条 法第１２条第１項及び第２項の規定による廃業等の届出は、廃業等届出書（様式

第７号）により行うものとする。 

（登録の抹消の申請） 

第１１条 法第１３条第１項第１号の規定による登録の抹消の申請は、登録抹消申請書（様

式第８号）により行うものとする。 

（登録の抹消の通知） 

第１２条 前条の申請に対する登録の抹消の通知は、サービス付き高齢者向け住宅事業の

登録抹消通知書（様式第９号）により行う。 

（取下げの届出） 

第１３条 第３条の申請、第１１条の申請、第８条の届出、第９条の届出、第１０条の届出

及び第１３条の届出をした者が、これを取り下げようとする場合は、登録申請等の取下げ

届出書（様式第１０号）により行うものとする。 

 



（報告） 

第１４条 法第２４条第１項の規定により登録事業者又は管理等受託者に求める報告は、

次の各号によるものとする。 

⑴ 毎年３月末日現在における登録事業の状況について、当該年の４月末日までに、サー

ビス付き高齢者向け住宅事業定期報告書（様式第１１号）にて市長に報告するものとする。 

⑵ 登録住宅において、重大な事故又は災害等が発生した場合には、直ちにサービス付高

齢者向け住宅事業事故（災害）報告書（様式第１２号）により市長に報告するものとする。 

２ 登録事業者又は管理等受託者は、前項のほかその他業務に関し必要な報告を求められ

たときは、サービス付高齢者向け住宅事業実施状況報告書（様式第１３号）により市長に

報告するものとする。 

（検査） 

第１５条 法第２４条第１項の規定による立入検査は、住宅の供用開始後概ね１年以内に

実施し、以後必要に応じて随時実施する。 

２ 立入検査を行うときは、あらかじめ登録事業者又は管理等受託者に対し、立入検査の日

時、検査内容及び立入検査に必要な書類等をサービス付高齢者向け住宅事業立入検査通

知書（様式第１４号）により通知するものとする。 

３ 登録事業者又は管理等受託者に前項による立入検査の結果をサービス付高齢者向け住

宅事業立入検査結果通知書（様式第１５号）により通知するものとする。 

４ 立入検査の結果、改善又は是正すべき事項については、登録事業者又は管理等受託者に

サービス付き高齢者向け住宅事業措置状況報告書（様式第１６号）により、措置状況の報

告を求めるものとする。 

 （指示） 

第１６条 法第２５条第１項から第３項までの規定により指示するときは、サービス付き

高齢者向け住宅事業指示書（様式第１７号）により通知するものとする。 

２ 前項の指示を受けた登録事業者又は管理等受託者は、速やかに指示事項を改善したう

えで、サービス付き高齢者向け住宅事業指示事項改善報告書（様式第１８号）により市長

に報告しなければならない。 

（登録の取消の通知） 

第１７条 法第２６条第３項の規定による登録の取消しの通知は、サービス付き高齢者向

け住宅事業の登録取消通知書（様式第１９号）により行う。 

 

 

   附 則 

  この要綱は、平成３０年９月１日から施行する。 

   附 則 

  この要綱は、令和元年１２月１４日から施行する。 



  附 則 

  この要綱は、令和３年１月１日から施行する。 

 


